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出典：裁判所ホームページ（https://www.courts.go.jp）の裁判例情報をもとに作成 

事件番号 昭和 59(オ)691 原審裁判所名 東京高等裁判所 

事件名 土地建物所有権移転登記抹消登記

手続等 

原審事件番号 昭和 57(ネ)622 

裁判年月日 昭和 62 年 11 月 12 日 原審裁判年月日 昭和 59 年 1 月 30 日 

法廷名 最高裁判所第一小法廷   

裁判種別 判決   

結果 棄却   

判例集等 集民 第 152 号 177 頁   

 

判示事項 譲渡担保権者から譲渡担保権消滅後に目的不動産を譲り受けた者と民法一七七

条の第三者 

裁判要旨 不動産が譲渡担保の目的とされ、設定者甲から譲渡担保権者乙への所有権移転

登記が経由された場合において、被担保債務の弁済等により譲渡担保権が消滅

した後に乙から目的不動産を譲り受けた丙は、民法一七七条にいう第三者に当

たる。 

 

全 文 

主    文 

 本件上告を棄却する。 

 上告費用は上告人らの負担とする。 

理    由 

上告人Ａ１外五名の代理人山本祐子、同前田留里の上告理由第二並びに上告人Ａ２外二名

の代理人宇津泰親の上告理由中被上告人Ｂ関係の第一点及び第二点について 

不動産が譲渡担保の目的とされ、設定者から譲渡担保権者への所有権移転登記が経由され

た場合において、被担保債務の弁済等により譲渡担保権が消滅した後に目的不動産が譲渡担

保権者から第三者に譲渡されたときは、右第三者がいわゆる背信的悪意者に当たる場合は格

別、そうでない限り、譲渡担保設定者は、登記がなければ、その所有権を右第三者に対抗する

ことができないものと解するのが相当である。これと同旨の見解に立ち、原審の適法に確定し

た事実関係のもとにおいて、第一審判決添付の目録(八)記載の土地の譲渡担保設定者である亡

Ｄの地位を相続により承継した上告人Ａ１外六名及び同目録(一五)記載の建物の譲渡担保設

定者である上告人株式会社Ａ３製作所は、譲渡担保権の消滅後に譲渡担保権者の訴外Ｅから

右土地建物の譲渡を受けた被上告人Ｂに対し、その所有権を対抗することができないものと

した原審の判断は、正当として是認することができ、その過程に所論の違法はない。論旨は、

採用することができない。 

その余の上告理由について 

所論の点に関する原審の認定判断は、原判決挙示の証拠関係に照らし、正当として是認する

ことができ、その過程に所論の違法はない。論旨は、採用することができない。 

よつて、民訴法四〇一条、九五条、八九条、九三条に従い、裁判官全員一致の意見で、主文

のとおり判決する。 

（裁判長裁判官 佐藤哲郎 裁判官 角田禮次郎 裁判官 高島益郎 裁判官 大内恒夫  

裁判官 四ツ谷巖） 
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※参考：判例タイムズ 655 号 106 頁、判例時報 1261 号 71 頁、金融商事判例 787 号 3 頁、ジ

ュリスト 192 号 172 頁 

 

 


